
 

 

 

 

 

 

 

令和元年度 教育振興会・ＰＴＡ合同総会 

本年度総会が下記日程で開催されました。審議され承認されたので報告いたします。 

    １．日 時  令和元年５月１０日（金）午後６時３０分～７時３０分 

    ２．場 所  石川県立羽松高等学校 ３階視聴覚室 

    ３．議 件  ①平成３０年度教育振興会事業報告 

           ②平成３０年度教育振興会決算並びに監査報告 

           ③教育振興会規約改正 

           ④令和元年度教育振興会役員選出 

           ⑤令和元年度事業計画 

           ⑥令和元年度教育振興会予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育振興会 
 

生徒の保護者、賛助会、本会の趣旨に賛同する個人・団体で役員会が

承認した方で組織し、本校の振興・発展を図ることを目的とします。 

代表者で組織し、定時制教育の振興・推進をはかります。 

 

令和元年度教育振興会会長 西塔 正樹 氏 

 



 

教 育 振 興 会 規 約 

 （名称） 

第１条 本会は石川県立羽松高等学校(以下本校という)教育振興会と称する。 

 

 （事務局） 

第２条 本会の事務局は本校内に置く。 

 

 （目的） 

第３条 本会は本校の振興・発展を図ることを目的とする。 

 

 （事業） 

第４条 前条の目的を達成するために次の事業を行う。 

  （１）本校の教育環境の整備改善 

  （２）定時制教育振興に対する支援 

  （３）生徒の学業及び運動などの諸活動の支援 

  （４）勤労青少年に対する就学の支援 

  （５）その他本会の目的に沿う事業 

 

 （会員） 

第５条 本会の会員は次の通りとする。 

  （１）生徒の保護者 

  （２）賛助会員 

  （３）本会の主旨に賛同する個人・団体で役員会が承認した者 

（役員） 

第６条 本会に次の役員を置く。役員は原則として会員の中から選出する。 

  （１）役員は２０名以内とする。 

  （２）会長１名、副会長２名、理事(若干名)、会計(２名)、監事(２名) 

  

（役員の選出） 

第７条 役員の選出は次のとおりとする。 

  （１）役員は総会で選出し、その任期は２年とする。ただし、再任は妨げない。 

  （２）役員のうち、会長、副会長、監事で欠員が生じた場合は、役員会において役

員の中から代行を選任し、その総会で承認を得る。理事で欠員が生じた場合

は役員会で新たな理事を選出し、次の総会で承認を得る。 

 



 （役員の任務） 

第８条 役員の任務は次の通りとする。 

  （１）会長は本会の会務を総括しすべての会議の総括をする。 

  （２）副会長は会長を補佐し会長が事故の場合はその職務を代行する。 

  （３）理事は業務の運営処理に当たる。 

  （４）会計は本会の会計を担当する。 

  （５）監事は事業及び会計の監査を行う。 

 

 （顧問） 

第９条 本会は顧問・参与を置くことができる。 

 

 （役員会） 

第１０条 役員会は次の通りとする。 

 （１）役員会は会長が召集し、役員の１／２以上の出席をもって成立とする。 

    なお委任状での出席が認める。 

 （２）役員会は以下の事項を協議する。 

    ①各種事業計画 ②総会に提出する議案、報告書等 ③その他必要な事項 

 （３）役員会は年３回以上開催する。 

 （４）役員は必要に応じて役員会の開催を会長に求めることができる。 

 

 （総会） 

第１１条 総会は次の通りとする。 

 （１）総会は本会の最高議決機関で毎年５月に定期総会を開き、会員の１／２以上の

出席をもって成立とする。なお委任状での出席を認める。 

 （２）総会の議決には出席者の過半数の賛成を必要とする。 

 （３）総会は次の事項を議決する。 

    ①規約の改正 ②予算及び決算 ③事業計画 ④会費  

⑤役員の選出 ⑥その他 

 （４）臨時総会は会長が必要と認めた時、または役員会の議決による時に開催する 

ものとする。 

 （５）議長は出席者の中から選出する。 

 

 （会計） 

第１２条 本会の会計は次の通りとする。 

 （１）本会の会計は次にあげるものをもって構成する。 

    ①会費 ②寄付金 ③助成金 ④その他 



 （２）本会の会計年度は４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

 （その他） 

第１３条 この規約に関し、その他必要な事項は細則で定める。 

 

附則 

昭和４７年４月１日より施行する。 

平成７ 年４月１日 一部改正 

平成１１年４月１日 一部改正 

平成１８年４月１日 一部改正 

平成２１年４月１日 一部改正 

平成２２年５月３１日 一部改正 

平成２６年５月３０日 一部改正 

平成２８年５月１３日 一部改正 

 

 

 

 

 

 

 

 


